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1930年代フランスにおけるアンタント
原　　輝　　史
　　　　　　　　　　　　1．　自由アンタント
　（1）フランス型独占体としてのア：■タント
　本稿では，1930年代のフラソスにおいて，アソタソトやコ：■トワールが各糧
産業のなかで形成されていく具体的プロセスを検討することを目的とす糺と
ころで，ア：■タソトやコントワールが，いわゆるフラ：／ス型の独占体として1
ドイッのヵルテル，アメリカのトラストとも比定されるぺき資本主義の新婁象
と考えられていたことは，当時の経済学奏G・ピルー（Ga跳an　Pi「ou）の次の
桑現からも明らかとなろう。即ちG・ピルー’は・国によりアソタソトは多様な
形態をとることを述ぺた後，rドイツではそれはヵルテルであ飢　アメリヵで
は1ラスト。フランスには，いわゆるカルテルも1ラス1も離しないパが
異なった名称で＿コソトワール，サンジカ・ドゥ・プロデュクトール箏々
同一の精神と類似の目的の遂行を意図する集団的組繊が存在する」㈹と述ぺ・
rドイツのカルテル，アメリカの1ラス1，・ラソスのアソタントおよび”
トワール」1到を同列に論1二ているのであるo
A・ピェトル（Andr6Piettre）によれぱ，例第一次犬戦以降大恐慌に至る
きでの工紋粉るアソタソトの形成は。次に述ぺるよう鷹段階をへて実現
されてきた。第＿麟は，犬戦餓の鱗鯛期であり・当期には増産ヵ姪上
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命令とされたので，その為の工業集中が促進された。従って当期には，強固な
組織を持たずより柔軟なアンタソトを形成するよりも，企業合併に向けて工業
集中が進展したのである。第二期は貨幣供給が安定した1920年代の繁栄期であ
る。当期においては，産業合理化と諸国民の協力という二つの思想が支配的で
あり，そのため広範なアンクントが国内のみならず，園境を越えて形成される
ことが少なくなかった。大恐慌以降が第三期を形成する。そLてこの第三期こ
そが，第一次大戦以降のアソタソト形成の動きを最終的に完成させると同時に，
当期においてはアンタソト形成の発想がそれ以前の時期とは変化しているので
ある。即ち大恐慌は，増収を計り，企業合理化を促進しようとする大恐慌以前
の発想の代りに，生産を減少させ場合によっては過剰となっている生産手段自
体を制隈したり，破壊さえすべきだという発想をとらせるにいたった。更にま
た扇際的協力の動きが制約され自給自足体制にむけての保護主義的政策が強化
された。大恐慌こそが，フランスを関税障壁により保護された閉鎖市場へと転
換し，フランス国内におけるアソタソト形成の土壌を準備したのである。ω
　ところでこれらのアンタントは，F・シャプリュ（FranCoisChapPe1lu）に
よれぱ，「任意アソタント」（entente　V01ontaire）と「強制アンタント」（en’
te鮒e　obhgatoi了e）とに分類することができる。r勧それをA・ピェトルは，r自
由アンタソト」（entente　libre）とr強制アソタトソ」（entente　obligatoi肥）
と呼称している。ここでは，A・ピェトルの分類に従い，自由アソタソトと強
制ブンタントに区分してその実態を検討してみよう。㈲自由ア：■タントとは，
業界内部の自発的な意恩に基づき形成されるアンタソトであり，その規定は参
加企業に対してのみ有効であるに過ぎない。このアソタソトは，集申度の高い
産業，少数の大企薬により生産が支配されているような産案において成立する
可能性が高い。1930年代のフランスにおいては，当アンタソトが最も広範に普
及しており，鉄鋼，石炭，機械，化学，製紙および繊維などにおいて形成され
ている。第1表は，鉄鋼業を除く自由・アソタントの事例を示すものであるが・
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1930隼舌セフラ　ソス音こお牛ナるア：■タソト
　第1表　自由アソタソトの事例
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艦喰、虹㌘サごブ泌1・…年設立
1」法（。。・。）アソタソ1　　　・…年スイスで設立された国際アンタソ
r　　　　　　　　　　　　　　　　　トより派生
松派1∴∵∵箒第み1㌻
㌧メソト～、iふ、；。5アソタソ1　　「…碑・月・四大企業およびアルジーl
1　　　　　　　　　　ア企秤蝉
1金繁（・・…）一ソl1一ル　’…「当州1二1と國立警公団との馳
、　　　　　　1・・警年・月アソ㍗岬、＿
1如（f…ふ；ペニ1仁㌧．止」．」讐竺竺＿、…」、．．、．、．．一．、
；峠命1叫三■亨三㌧、、、＿一坪讐牛．．一＿一一一一一一
（注）籔釧蜘こついては．舳搬参臨〔榊〕。．。i榊，五・亙”。〃伽㎡舳蜘舳・閉1伽刎肋舳鋤舳。幽洲s1936・
　　　他による。
自由アン川形成の意欲を跳強く表明したのは・鉄鱗と燃麟であっ
た。そして，鉄鱗閉・ては，効果的たアソタ州ミ多数形成さ肌かもそ
れらは強圃なものであった。他方繊維麟（羊毛・縄・綿）響においては・ア
ンタント形成への業界内部の動ぎは，強固なアソタントを繕成するにまでは至
らなかつた。両者のこのような相違は・そのよって立つ産祭の鱗的差異によ
るものであり，鉄鋼業のような一鰯度の集中のみられた産業に桃’て・自菌
アソタントの形成はより容易であったといえよう。≡7〕自由アwトには・遇
触産害こ対するアソタソトと過徽に対するア〃ソ／が存在する州8Iこ
こでは過剰生産鮒るア〃1榊に，燃・石炭戯化学鰍
ついて実態を確認してみよう。
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　（2）鉄鋼業における自由ア：■タ：■ト
　第一次大戦以前から既に数多く存在していた鉄鋼業におけるコントワールは，
1920年には，中央機関であるrフラソス鉄鋼コントワール」（Comptoir　Sid6・
mrg呈que　de　France）に結集した。当コントワールは，1921年から29年まで
休眠状態に陥入るが，1926年12月17臼に再建され，活動を開始する。フランス
鉄鋼コントワールには，rレール」（rail），r半製品」（demi・Produits）などの
四部門の下部コソトワールが所属していた。これらのコントワールは，生産制
限ではなく販売量の割当をその目的としており，国際カルテルに対応するなか
で国内市場での販売割当を実現しようとするものであった。
　犬恐慌の打撃を受けた鉄鋼業は，1932年1月22日に7ランス鉄鋼コ：■トワー
ルを再編成し，この新組織は1935年11月まで存続する。当コントワールもその
下部に複数のr販売コントワール」（comptoir　de　vente）を組織していたが，
これらのコソトワールは，国際ヵルテルと連動することなく，純粋に国内コソ
トワールとして成立していたのである。さらにこれらのコントワールは，次の
3点の組繊逗営上の特徴を備えていた。まず第1には，r仲裁機関」（collさge　ar－
bltra1）の存在である。参加企業は，製品販売■や生産量の決定に関して生じ
うる意見の不一致の解決を，仲裁人として指名されている，コントワールより
独立Lた3人の伸裁人の判断に委ねるのである。第2の特徴は，コソトワール
協定のなかにr新製品の製造禁止」（interdiction　de　fabrication　muvelle）
条項を付加したことである。参加企案は，協定締緒時に生産していた製品以外
の新鯉品を製造することを禁止されたが，これは過剰生産に対抗するためであ
った。第3には，以前のコントワールが3ケ月毎の更新のケースが多かったの
対し3年という長期の有効継続期間を設定したことである。その結果，第2
表にみられるような鉄鋼業における12の自由コントワール，自由アソタソトか
成立したのである。ω
　1935年11月23日には，フランス鉄鋼コントワールは3年の協定期間を終了し
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半製品（demi・produits）コソトワール
小梁（Poutre1les）コソトワール
手蒔隻突　（feui11ards）　コソトワーノレ
■⊥質釦鉄（。・i・舳…h醐d・）コソ1卜
’レ
岬板」！16叩？岬．＝．ソ、．㌃㍗
薄釦板（t61eS　mi舵69）コソトワール
鉄釘（cloterie9）アソタント
金属枕木（trave「醐m伽11iques）7ソタ
ント
■幽メソふ如1・・1二・幽1珊・i幽）アソ
タソト
大皿（larges・Plat8）コソトワール
、プ1キ（f・州・nc）了、ニソニ亡一＿、、＿
　　　P．23より作沁
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　　　　　　第・豪鉄苧甲ける甲甲㍗タ1ト1㍗ト．㌃†」
　　　　　名　称．　1　苧．平平．雫牢
　　　　　　　　　　　　　　　　　　墓簑蝋瓢箪月1目再1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿＿．一＿＿．＿一＿＿一一・一一一一一一一一一一・一一一一一一一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1932年5月1日再建。1932年11月1日解；
　　　　　　　　　　　　　　　　　　．幣、19予咋ヅ．1，r弾、」．．．．．．、．L1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1931年7月23目設立、1932年5月1目よ≡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　．㍗呼叩甲下弾．．．．1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　…苧叩叩亨下弾、．．一、．、1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1932年4月1臼再感1934年12月31目ま…
　　　　　　　　　　　　　　　　　　で存続　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一一・一一一・一一…・・一一一一一一一一・一1
徽線工（・・舳・榊・）一一オニー哩璽、L＿．＿＿一一＿r
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　…一…’■■…LL……｛……「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　。。；。年。月。。燃設立　　i
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1932年2月新規設立　　　　　　　　　」」
～最一’一孟こ三；；。。1、κ。。伽刎伽伽加舳庇11舳ル榊伽州“〆叫p8曲］9鮒
たが，紺こ。ヶ年に亘り雛が醐されることとなった。新艘の際立った
繊は，㈱という考え方が前面に押し出されたことである戊去3年の餓
は，販売割当制｝こ基づく生産制限の必難洲らかにしていたが・同時に・参
カ回メンバー醐こより生産搬淑施することの鱗を認識さ洲こいたっ
ていれこのよう、こ新協定の特馳販売割当を葵施するのみなら尤生産制
隈の視点が導入され強化されたこと，そのた眺伸裁鰍の㈱砿犬された
ことである。新コソトワールの機能の徽は・具鰍は次の3点に存狐
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まず第1点は，当コソトワールのもとで形成されるアソタソトの規定条項が極
めて複雑多岐にわたったことである。詳細な規定の存在は・当コソトワール成
功の基本的条件だと考えられよう。第2点としては，当コソトワールの下で形
成されたアソタ：■トは，生産制限を直接意図したものではなく，販売割当を目
的としたものであったが，結果的に生産制限を実施することとなった。何故な
らぽ，参加企業は，販売許可を得ている数量以上の製品を生産Lても，在庫量
を増加させるだけで，何の利益も得ることが出来ないからである。製品価格
は，参加企業の白由な決定に委ねられており，「価格アソタント」（entente　de
prix）は回避された。第3点の特徴は，仲裁機関の存在である。当機関の存在
は，自由と権威との中間的方策としてフラソス的特質を示すものであり，ドイ
ッのヵルテルとフランスのアンタ：■トを区別する重要な特徴の一つである。以
上のような鉄鋼業におけるアンタ：■ト（およびコ1■トワール）は，競争が完全
に排除され，消費者にとって不利益の多い業界の状態と，過剰競争の存在によ
り生産老がたえず苦慮せざるをないような状況との中間的な形態の模索の結果
として形成されたのである。ω
　（3）石炭産業における自由アンタント
　第一次世界大戦後の石炭産業には，次のような三種のコソトワールが成立し
ていた。まず第1には，1901年に成立Lていたrノール，バウ・ド・カレ石炭
アシタ：／ト」（Entente　des　Houmさres　du　Nord　et　du　Pas－de－Ca－ais）が，
大戦直後に「ノール，パゥ・ド・カレ炭鉱拡張コソトワール」（Comptoi「
d’Expansion　des　Mines　d口Nord　et　du　Pas・de・Calais）として再建されれ
当コソトワールは、園内市場を地域市場，特別地域市場および拡張市場に分煩
し，参加企業の各市場での阪売量の割当てを実施したものである。次に1928
年3月に，ノール，バ・ドウ・カレ地方の石炭業著が，イギリス炭の輪入秦着
と組繊したr上質炭・煉炭コントワール」（Comptoir　des　Charbonsαasφs
　l022
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etAg91om6r6s）がみられた。当コソトワールは，酉部海岸地方17県におい
て，当該石炭の販売割当を層的としたのである。最後に同じく1928年にメヅッ
（Metz）において，rロレーヌ石炭販売会杜」（S㏄i6t6de　Vente　des　Charbons
Lorrains）が組織され，東部諸県の石炭販売を手中におさめていた。
　以上のように1920年代においては，フラソス国内の各地域を対象としたコン
トワールが存在するだけであったが，大恐慌の影響下で・全国のr炭田閻協定」
（accords　mterbassms）が締緒され，1932年4月1目から，効カを発すること
なった。この協定には，ノール，バ・ドゥ・カレ・東部・中南部の各炭田の企
業が参加し，対象とする地域は，外国炭の進入のみられる若干の海岸県を除く
全国の地域からなっていた。このr石炭アソタント」（entente　des　houi11さres）
の基本的目的は，次の2点である。まず第1には・より一般的な圓的として主
要三地域の石炭販売量を均衡させ，その繕果労働条件と従業員の雇用条件を可
能な限り平等化Lようとすることである。第2にはより特殊な目的として・三
大炭田地域に、各々の近隣の地域に対する販売特権を賊与したことであ机第
ユの目的のため，1929＿30年の年平均飯売量に基づき・各炭田の飯売量の割合
が次のように規定された。即ち，ノール，バ・ドゥ・カレ地方の炭田に59・77％・
東部18．09劣，中南部22．13劣の比率である。ω三地域の炭田は1この比率によ
り駁売量を調整することを要求され，毎月毎に販売量を相亙に通知して・年末
にほ規定の販売貴を趨過することのないよう協力したのであ乱協定■以上の
販売を行なった地域に対しては，遠反金が課された。これらの違反金は・規定
量以下しか販売しなかった地域へと遼元されたのであ私第2の目的のために
は，アンタソトのヵバ＿するフラソス全土が次の五つの地域に区分された。ま
ず，ノール，パ．ドウ．カレ，東部および輔部が各・A・EC・の三地域に分
類された。三地域の蝸は，自己の地域内では上都の販売割当て率をこえて飯
売することが可能となつたが，他地域においては・割当量以内にその販売を制
隈する必要があつた。雛。の地域は，中立的な地域であ1・各炭田の腕舶
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1023
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由であった。最後の第五番の地域は，地域Rと呼称された。地域Rは地理的に
は分散しており，石炭の特別大量の消費地点　　鉄遣会杜、火力発電所，パリ
のガスエ場一のことであったが，ここは地域Dと同等の扱かいを受けた。こ
れら地域D，地域Rの存在は，フラソスの石炭アソタソトに柔軟性を与え，自
由競争の存続を許したのである。
箏3衰各炭田出族量およぴ労働目の比較
（1）各炭田の出炭貴
牢竺．．1．ノール・パ・ドグカレ1．ロレプ
　　　…ぺ　　・・…　　1㌫…
　　　19301　　35・025　　1　6・074
　　　1931　1　　　32，868　　　r　5，734
　　　　　　　　　　　炭田間協定の成立
　　　llガ
　　　1934　：
　　　1935　」　（1Mのみ〕1
　　　1935　　r
　（loヶ月の饒■　　「
　に基づく12ヶ月　　■1
　分の計汀）　　1
（注）　単泣　予トソo
（2）各炭囲の労働目
年！、労岬岬1
1929　　　304　1
・・3・　　30・1
1931　　　304　「
1932　　　　305
　　　　　　　　　■パ
1933　　303　≡
1934　　　　　　　　303　　　　1
1935　　　　　　　　255　　　　i
（10〃）　　　　　！
29．930
30．092
30，547
（24，076）
28．908
5．271
5．395
5，529
（4，648）
5，577
　　　　　　平均労働
　　　　　　　　　275
　　　　　　　　　272
　　　　　　　　　256
　　　　　　　　　238
・ドゥ．カレ　　ロワール
　241　　　　　　254
　253　　　　　　257
　207　　　　　　217
目
ロレーヌ
　237
　245
　208
中爾部
　13．939
　13，928
　ユ2，460
12．056
12．454
12．562
10，工23
12，385
ガ’ル
260
276
234
〔幽卿A、賄t帥．倣”．，P．229．
一024
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　1932年に成立した上述のアソクソトは，当初1年間のみ有劾とされたが，そ
の後毎年更新され，第3表にみられるように各地域の出炭量の安定化と労働目
の平準化をもたらし　一定の効果をあげたといえよう。当アンタントは，r価
格の調盗要索」（616ments　r6gulateurs　des　prix）としても作用し，大恐慌に
よる価格の激変に対する緩衝機構としての役割をも演じている。何故ならぱ当
アソタソトは，一方では市場の秩序を再建し，他方では採炭量や販売量につい
ての情報を各炭田へと伝達することにより，全国の需要の正確な数億を各炭田
に理解させたからである。アソタソトこそが，正確で広範な清報を参加メ1／バ
ーに伝達することによりr需要と傑給の法則の作用」（jeu　de－a　loi　de1’o伍re
etdelademande）のを容易たものとしたのであ乱石炭アンタ：■トの成功
の一困は，当ア1■タントが自由競争の存続する柔軟な方法を採用することによ
り，厳密な生産制限，供給の人為的減少および硬直的な価格協定などを回避し
たことである。幽
　（4）化学工業における自由アソタソト
　化学工業においては，染料，隻索および膠のア：■タ：■トが犬恐慌以前に既に
成立していた。当工業は第一次大戦後急遼な成長を遂げ・高度な技術水準を必
要とされるために，最初から集中度の高い産崇として発違してきた。まず染料
部門についてみると，当都門には圭要染料企業は8杜しか存在せず・そのうち
」二位2杜が業界全体の売上高の3／4を占めるほどの集中度を記録していれ「染
料アンタント」（肋tente　des　Co1oura砒s）は・1927年の「独．仏アンタ：ノト」
（E肚ente　de　GermaΩo．FranCaise）として誕生して以来・スイス・イタリァ・
チエツコス旧パキァ、ポ＿ラソドおよびイギリスの参加もみられた強力な国際
アンタントであったが，当アソタソ1のフラソス国内に鮒る重要性も無観す
ることはでない。第＿次大戦餓に成立した染料猷の鹸魑合の後身である
r染料原料セソター」（C。鮒・1・d・・M・・iさ…Cd・…t・s）が・当アソタソ
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トの中心機関であった。当機関は，アンタントの協定の遵守を監視し，各種染
料製品の値崩れを防止した。参加企業の総ての情報がこのセンターに集められ
た。これらの情報に塞づき，当センターは，多額の設傭費を必要とする特殊な
製品の製造を留保するようメンパー企業に要講する場合があった。それはこれ
らの高収益商品の生産のため破滅的な投資競争が発生するのを防止するためで
あった。染料アソタントは，染料原料センターという強固な組織を持ちながら
も，柔軟に適用され，r繁栄アンタソト」（entente　de　prosp6rit6）として，
成功をおさめたのである。
　「フラソス窒索コントワール」（Co㎜ptoir　FranCaise　de　l’Azote）は，第
一次世界大戦直後に形成され，大規模で強力なコソトフールであった。当コソ
トワールが強力であったのは，窒素肥料の民間製造業考の殆んど総てを組織化
しその販売を一手に引き受けていたからである。コントワールに出資し株主
として参加したのが73杜，非株主として参加したのが3杜であった。当コソト
ワールの支配力は，犬恐慌以降低下したが．それは次の二つの理由による。ま
ず第1には，当コソトワールは大恐硫以降二重の競争に直面した。当コソトワ
ールとr窒素公団」（0蘭ce　Nationa1de　l’Azote）との間に，1934年7月に爾
後5年間にわたる協定が締緒され，国内市場における雨者の販売比率が，68％
と32％．と規定され，更に製品販売価格も両著同一のものとされた。また外国企
業との競争に直面した国家は，1931年以降製品価格の値下げをコソトワール側
にも要求し，1928年価格と比較して1935年には36．7％もの憧下げが実行された
のである。コントワール弱体化の第2の理由は，組織内部の間題である。当コ
ントワールは専ら，製品の販売のみを対象とし，生産制隈や生産設傭の制約に
は何ら介入するところがなかったからである。㈱
（5）自由アンタ：■トの特質
以上我々は・自由ア：■タントのうち，特に過剰生産に対するアンタ：■トを挨
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討してきた。最後にこれらの自由アソタソトの特徴をA・ピュトルの研究によ
りつつまとめてみよう。大恐慌の影響は，旧来のアンタソトを崩壊させると同
時に，新規のアソタントを成立させるという一見矛盾する二重の効果をもたら
したが，恐慌後成功したアンタントは，柔軟性と厳格さという二つの性質を帯
びたものであった。柔軟性という点では，アソタソトは厳密た販売価格の決定
を行なわず，可能な隈り公平で正確な販売量の割当を実施し，需要量に立脚し
た生産の体制を確立したのである。鉄鋼，石炭，染料などがこの事例であり，
そのため伸裁機関が重要な役割を演じた。他方アンタントの協定事項が決定さ
れると，その実施は極めて厳格な監視下におかれた。アンタントから独立した
中央組織が，協定違反者に対する監視役を演じ，制裁としては違約金の支払が
義務づげられていた。
　アンタントの運営を支配していた精神は，r協調経済の特徴を良く示してい
る半自由主義の精神」（unespritdesemi・1ib61a1is血ebiencaract6ristique
de　l’6conomie　concert6e）であった。ωまさにこれは，拙薯㈱でみたようなフ
ラ：■ス型独占体の編成原理を示すものであったといえよう。政治的・杜会的次
元でみると，アンタントの基本精神は，自由主義および伝統的個人主義に忠実
であった。それは国家から可能な限り独立を保持しようとすると同時に1労働
者階級からも一定の距離を保とうとした。だが経済的次元で考えると・その精
神は白由主義とは同一のものではない。何故ならぱアソタ：■トの採用した共同
的手段は，参加企業の自由に一定の制約を加えるものだったからであ飢だが
この場合においても，自由競争の完全な排除を規定していないことは1注目さ
れるぺきである。アンタソトは，経済的繁栄期には1独占形成を促進し・市場
支配力を拡大しようとしたが，不況下においてはより控え目な行動しか起し得
なかった。㈹
注（1）G。さ・。。Pi。㎝，伽肋〃・舳り・〃1榊1・舳1」舳”伽“・伽”
　　600〃0刎勿”2，Bordeaux，1940，p．203．
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（2）　Gaεtan　Pimu，必〃，P．285。
（3〕　Andr‘Piettre，〃厄〃o〃〃o〃伽s舳狛〃35〃6”8〃〃1ω2〃　F〃榊2∂ψ〃必’o
　〃ゐ2，Parig，1936．
（4）　A－Piett祀，〃倣，PP．7－9一
（5）　FranGoig　Chappe11u，L253κク67わ”oθ∫／閉閉g”ゴ5ω4’07亙”〃s刎わ”ヵ7功3∫∫｛o””θ〃2，
　Lyon，1940，pp．16＿17．
（6〕これに対してG・ピルーは，アソタソトを下図のように分類している。
　　　　　　　　　　r■自由アソタソト（entontelibre）
　　　ア乙孟為一L全般アソタソトー≡一織、鯉、㌶、ζ、てよ、、、、、、）
　　　　　　　　　　　（・・t・口t・・6・‘1・1i・‘）L強勧アソタント
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（entente　obligatoire）
　　全般アソタソトのうち，業界内部の発意に基づき，国家が施行したのが金般（鉱
　大）アソタソトであり，業界内部の意懸がないにもかかわらず・禺家が一方的に実
　施したのが強制アソタントだとされる（G．Pirou，伽泓，PP．278－280。）
（7）　Charleg　Rigt　et　Gaεtan　Pirou，刀31”　F〃舳2∂Iω”〃2焔772δ〃戸〃〃”
　dI〃伽〃I伽｛，Pari9．1939，PP．185－189．
（8）遇剰設備に対するアンタ：／トとは，既存の生産設備や原材料を何らかの方法で節
　滅することであり，また生産設傭の将来的拡張を禁止するのを目的としたものであ
　る。この型のアソタソト形成の動きは，繊維産業（特に羊毛，巫麻，木綿等）にお
　いて目理されたが，自歯アソタソトとしては，案現されるには至らなかったo強制
　アソタソトの出馴こよつてはじめてこの圓的は達成される。
（g）　A．Piettre，〃畝，pp．22＿23．
㈹　以上の鉄銅巣のコソトロールおよびアソタソトについては，A．Piettre，伽払，PP・
　27－29，G・Pimu，〃姐，pp・259－261，J．Tchemoκ，E〃3〃25あ0”0刎勿惚32’1‘
　〃ク”〆θ725・Paris・1933．pp・125－157，による。
ω　この数値は，A・Piettre，〃〃，P．34による。G・ピルーは，これらの数値を60
　％，18％およぴ22％としている（G．Pimu，伽泓，P，261）。
⑫　以上の石炭アンタ：／トについての叙述は，A．Pi鮒爬，伽五，阻33－38，G．Pirou・
　必｛泓，pp．261＿262，J．Tchornoff，〃〃，pp．101－117　にょる。
㈹　化学工業のアソタソトについては、A，Pie肚e，伽五，PP，3947，G．Pirou，％払・
　p．262，J．Tcherno耐，’〃4，pp．117－125　にょる。
ω　A．Piettre、必姐，p．521
蝸　原輝史『フラソス資本主義研究序説』（日本経済評論ネ土，昭和54年．第一章第三
　節参照。
㈹　A．Piett肥，〃姐，pp．51＿53．
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2．　フランダン＝マノレシャンドゥ法案
　（1）　フラソダソ＝マルシャンドゥ法案
　1920年代以降のフランスでは，前節で検討したような白由ア：■タントを業界
の全企業に強制的に適用させるような法案作成の試みが何度か行なわれた。そ
のような試みとしては，1924年ポァンカレ（Poincar6）内閣のもとで作成され
たrレイノルディ案」（Les　projets　Raynaldy）があるが，当案は国民議会に
上程されるまでには至らなかった。さらに1932年には，エリオ（Herriot）内閣
のもとで，rレイノ＝戸一ラン案」（Le　projet　P剛1Reynaud・Louis　Ronin）
が作成され，自由アソタソトを一般的な法制度として確立し・業界の全企業に
強制的に適用していく方法が模索された。また・1935年には・r7ラ：■ダン・
マルツヤントゥ法案」（Le　projet　F1狐d㎜一Marchandeau）が・国民訟会で討
議されている。“〕
　このうち，国民議会での議論の対象となった7ラソダ：／＝マルシャンドゥ法
案は，恐慌に苦慮するフラソダン内閣のもとで・マルシャソドゥ商務夫臣を責
任者として作成されたものである。D・ラザール（D・Lazard）によれぱ・当
法案はr恐慌期間刺こ同一業界の同業者間の協定が強制的なものとなりうるよ
うな諸条件を規定する」ためのものであっれ当法案は・1935年1月10目に国
民議会に上程され討議されたのち，同年3月5日に根本的修正をへて竈決され
直ちに上院に送付ざれたが，上院本会議では1回も議諭されることなく廃案と
なった。ω
　当法案は、以下のような内容をもったものであ札｛副まず第1条で規定され
たことは，深刻な恐慌に直面した企業が，その経営状態の悪化を克服するため・
既に企業間で協定（a㏄ords）を締緒している場合・これをr明白に要求」
（de蝸nd、、xpresse）することにより，当咳崇糧の企業全体に対して強割力
を持ったアソタソトとして適用させることが出来るというものであ私第2条
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は，この要求が有効であるためには，少なくとも当該業界の2／3以上の企業が
賛成し，かつ当該製品生産企業の総売上高の3／4以上を占めるだけの企業が結
集しなけれぱならないということを規定していた。但しこの二重の制約は，後
述の仲裁委員会の判断により緩和することも可能だとされた。第3条は，この
強制アンタソトの目的について規定している。即ち，生産手段の制隈，生産手
段の一時的操業中止，労働時間の制隈および製品の在庫化が目的とされた。第
4条では，仲裁委員会（comit6d’arbitrage）のメンバーが次のように規定さ
れた。即ち，首相の指名による委員1名，フラ：■ス生産総同盟会長（Pr6sident
de1a　conf6坐ration　g6n6rale　de1a　production　franCaise），労働総同盟議
長（S6cr6talreg6n6ra1de1aconf6坐rat1ong6n6raledutrava11），フラン
ス銀行総裁（Go岬emeur　de　la　Banque　de　Fran㏄），商婁裁判所評議会会長
（Pr6sident　de　la　conf6rence　des　tribunaux　de　commerce），全国経済審議
会議長（Secr6taire　g6n6ra1du　conseil　nationa16conomique）が中心メソ
バーであり，その他必要が生じた場合には，政府により若干名のメソバーの補
充が可能とされた。また第5条では，この強制アンタントを申請する手続きが
より具体的に定められていたのである。即ち，強制アンタントの実現を希望す
る企業者グループは，その主張を正当化する書類を付して申請蓄を商務省に提
出す私商務省はこの書類を審査した上，自己の意見を付し仲裁委員会に送付
する。’仲裁委負会は，アンタ：■ト設定の主張が第1条，第2条の条件をみたし
ており適切であると判断した場合，アンタントの継続期間を決定し，その具体
的な実施手段を掲示しながら，申請受理の旨を当業界と政府の代表に通告すん
通告後の政府の行動については第6条が規定している。政席は通借にもとづき・
閣議令（d6cret　en　Conseil　des　Ministres）によって，アンタソトを申講し
た総ての企業に当アンタントの規定条項を厳守するよう強制するのである。第
7条では・これらのア：■タントの実施にあたり，商務省が全体的な指導を行な
うことが規定されており，アンタソトが週度の規制を突施Lた場合には，政府
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がアンタソトの強制的性格を無効とすることが出来る旨規定されていた。協定
の違反が二度以上におよぶ場合には，違反した工場の閉鎖を民法廷により宣言
することが出来るというのが第8条の規定である。また第9条では，ア：■タ：■
　ト参加企薬が，新企業を創設したり既存の他企業を吸収する場合には，アンタ
ント代表者の許可を必要としており、これに違反した場合には，第7条と同じ
罰則が課されることとなっていた。また第10条では，この強制アンタントの結
果発生する労働老の解雇に際Lては，業界の関連企祭グループが，失業労働著
の類似企業への再就職を斡旋し，またそのための職業教青を実施することを命
じている。
　以上当法案の内容を紹介してきたが，それによると強制アンタ：■トが成立す
るまでには，次の三段階のステヅプを踏むことが必要であった。まず第1には
関遵企業間ですでに自発的に何らかの協定（accords）が成立していることが
璽要であり，第二段階としては，この協定を締緒した企業側がみずから・協定
を強制的に当業界の全企業に適用させたいと「明白な要求」（demande　ex－
PreSSe）を表明することである。そして，第三段階としては・伸裁委員会の意
見に基づぎ，政府が閣議令によって提案されたア：／タ：／トを強制的なものとす
ることであった。141以上のアンタント適用に至るまでのプロセスを見るならぱ・
強制アンタソトの性格を持ちながらも，あくまでも当鞍産業都門の諸企業の下
からの発意により成立するようなメヵニズムを持っていたのが当アソタント案
の特質であったことが明らかとなる。従って当法案を作成したフランダン内閣
は，強制アソタント体制を提案したとはいえ・その動機においては・「それに
よって自由主義に復帰するための，市場刷新の遇渡的形式」（une　fOmu1e
t軸。1t．1。。d・。。。。m1。。e血㎝td。㎜班ch6P…p・・㎜・tt・・p・・Ia・・1t・㎜
retour　au1雌ralisme）を確立しようと考えていたといえよ㌔　この事は・
1935年3月5日の国民議会における当法案提案着の提案助膿の説鯛からも明ら
かである。即ちそこでは，旧来の自笛経済の法則が機能ずるのに必要な自由主
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義を再建するためには，まず過剰生産状態を清算すぺきことが説かれてい乱
従ってこの過剰生産を阻止し，市場を一新することにより・白由競争の作用す
る正常な条件を再び創出することが出来ないとするならぱ，当法案の提案は何
の意味も持たないとされたのである。㈲
　当法案に対する産業界の反応は複雑であった。まず賛意を表したのは繊維業
界である。彼らは既に，1934年にパリで北部及びリヨソ地区紡績業者の会合
（r6union　des丘1ateurs　de　la　r6gion　du　Nord　et　de　la　r6gion　Lyonnaise）
を闘僅し，繊維業界に対する政府の介入を要講しており，当法案作成の推進グ
ループとなっていた。これに対して、重工業，特に鉄鋼業と石炭産業は，反対
の意見を表明した。政府案が国民議会に上程されるや否や，rル・タソ」（Le
Temps）誌は，反対の論陣を張ったL，r経済研究・情報協会1ヨ報」（Bunet三n
quotidien　de1a　Soci6t6d’Etudes　et　d’Informations　Economiques）も同
様に反対意見を表明した。鉄鋼業および石炭産業が当法案に対して反対したの
は次のような理由による。両業界は，業界独自9自由アンタントの形成により
恐慌を乗り切りつつあり，両業界のリーダーたちは，従来の民聞主体のアソタ
ントを好んだからである。強制アソタントにおいては，禺家の介入が一般化す
るのみならず，労働着への各種配慮を義務づけられることになるので，両榮界
は従来の企業の自由が制約されることを恐れたのである。佗コ
　（2）フランタン＝マルソヤントゥ法案に対する国民議会での間題点
　フランダン＝マルシャンドゥ法案は，国民議会で広範な議論を引きおこした
が1E．デユソ’ズによれぱ，それらの間題点は次の4点に集約することがで
きる。まず第1点は，アンタントの原理的合法性（169itimit6de　principe）か
依然として法捧的に認知されていない状態に関係する。即ち，一方ではアソタ
ソトは，刑法第419条で処罰の対象とされているのに対し，他方では国家の介
入によりこれらのアンタントを強制的に当該産業の全企業に適用させようとす
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ることの矛盾が問題とされたのである。第2点は，国民議・会が，当法案を工業
のみならず，農案，商業及び輸送業にまでも拡大して適用させようとしたこと
である。その緒果伸裁委員会のメンバーに，これらの産業の代表者を参加させ，
更に労働義の代表を増加させることにより。当委員会に遇重負担を強いること
となった。第3には，原案が労働者保護のいくつかの方策（団体協約・解雇者
の再麿用等）をアンタントが参加企業に採用させることが出来ると規定したの
に対し，国民議会での討論は，より具体的でより詳細な労働者保護政策を打ち
出したのである。最後に第4点として，各々の強制アンタントに政府代表委員
が参加することを要求した。この委員はアンタントの活醐こついての諸情報を
行政機関に伝達することをその任務としていたのであ札以上が7ランダン＝
マルシャンドゥ法案に対する国民議会での主要な検討点であった〃これらの
検討点に基づき，犬幅に修正された法案は・1935年3月5目に可決され上院に
送付されたがその後廃案となったのは，既述のとおりある。
　F．シャプリュ（Fr蜘g01s　ChapPe1阯）によれぱ・当法案の間題点として次
のような諸点が指摘されている。まず第1には・当法案は大恐慌の影響が深刻
だった繊維および皮革の二産業への適用を意図して1フランス生産総同盟が発
議したものだった。その後政府原案作成の段階で適用範囲が拡大され・総ての
工業を対象とすることとなったが，国民議会の討議の段階で更に適用範囲が拡
大され，総ての経済活動の領域，即ち工案のみならず商業・運翰業・農業をも
その対象とした。この様な対象産業部門の拡大は1必然的に当法案に対する反
対意見を増加させることになり，法案成立の可能性を減少させたのであ軌ま
た，総ての産業部門に適用可能な一般法を作成することは・法律上からみても
技術的な点でより困難を増大することとたった。
　フランダン、マルシャ：■ドゥ法案の政府提出原案が・国民議会で鰺正され可
決されたことは，当法案の持つ性格に矛層を与え・全体的調和を乱すこととな
吠。本来当法案が生産制限の規定を設定・たのは・当灘が恐慌という非常
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時にのみ適用されるべき一時的性格のものであり，恐慌が克服されると同時に
解除されることが想定されていた。ところカ…他方では，修正案が市場の拡張や
製品の品質保証をもア：■タソトの目的に付加することとなったので，強制アン
タソトは継続的活動を遂行する置久的組繊の性格を持つにいたった。これらの
相矛盾する性格を持ったことが，当法案ヵ僕現にまで至らなかった一つの理由
である。
　当法案で規定されていたアンタントを，業界の全企業に強制的に適用する手
続きは，あまりにも複雑な行政的性格を帯ぴている。この複雑な手続きは，恐
慌という非常時に迅速改適用が必要とされるこの種のアンタソトの場合には・
不適切なのである。当法案の規定していた次の諸点も，法律的にみれぱその目
的を達成するため適切に作用するとは思えなかった。即ち，何らの保証なLに
裁定権を発揮しなくてはならない伸裁委員会の存在，閣僚会議で発するデクレ
（d6cret）の現実的有効性，対象産業の全企業に対する大規模なアンヶ一トの
実施などはいづれも現実に実施する場合多大の困難が予想されたのである。更
にまた，当法案は形成された強制アソタソトの定款の公表を義務づけてはいた
が，その定款の形式や内容については一切言及していない。以上の諸点が，ブ
ラソダソ＝マルシャソドウ法案の持つ主要な欠点だといえよう。㈲廃案とはな
つたが，7ランダソ＝マルシャソドゥ法案は，フラソスがアソタント体制
（rεgime　des　e趾entes）へと移行するにあたって経験すべき1ステヅプだり
たので6る。というのは，フランダソ＝マルシャソドク法案は，フラ：／スの捗
論に強制アンタントの間題を提起し，その後フラソスに成立Lた強制アソタソ
トの重要性を認識させるに至ったからである。
　（3）フランダン：マルツヤソドゥ法案以降の諸立法
　既に前章でみたように、1810年に制定されたフラソス刑法第419条の反独占
規定は，1926年に改定されることとなった。これにより企業着のア：■タソトを
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原則的に禁止する立場から，アンタントを2種類に分類し，良質なアンタント
は容認し，悪質なアンタソトは禁止するという濫用規制主義的な立場への転換
がみられたのである。1935年のフラ：／ダン＝マルシャ：■ドゥ法案の国民議会で
の討議以降，この頓向は益々強化され，私的独占の形成に対する国家の厳格な
姿勢は，1935年以降完全に逆転の態度（renversement　comp1et　de1’attitude）
を示すことになる。
　まず第1に指摘しなけれぱならないのは，1936年8月19日法　（ioi　du19
aoOt1936）の成立である。当法は，「第一義的必要性を持つ商品」（marchan・
dise　de　premiさre　n6cessit6）を，自己の以前の販売価格以上で，また他の商
人の同一商品の販売価格以上で，販売したり（販売しようとした）商人は，投
獄または罰金刑の対象となることを規定した。そして1この飯売価格の監視の
ため価格監視委員会（Comlt6de　Surve111an㏄des　Pr1x）が設置されたので
ある。このようにして販売伽格の値上げは，原料や経費などの上昇によるもの
であることを正当化出来る場合にのみ認められることとなりたのであ㍍この
規定を刑法第姐9条と比較すると，次の二つの点で・その適用範囲を限定する
ものであることが理解される。まず第1には・処罰の対象となる商品が・第一
議的必要性を持つ商品」と限定され、一般的な工業製晶が対象外とされる可能
性が生じた。第2には，即座に処罰が行なわれるのでは汰く・価格監視委員会
によって，当該商人に対する讐告措置がまずとられることとなったのであ㍍
従って，当法は刑法第419条を綬和するための一歩を進めたものといえより釧
　次に注目すぺきは，1937年8月27目のデクレ（d6cretsω27ao砒1937）
である。当デクレは，政府が適切と判断する場合には1国内市場と海外領土市
嵩間の生産の割当を意図する強制アンタソトを業界に課す権利を・政府に与え
ようとしたものである。当デクレは，現実に適用されることはなかったが・重
葵な事は，政庸が強制アンタソトを積極的に活用していこうとする意思を表明
したことである。次いで，・・鋼年6月1・目のデク川ワ（d6…t－1oidu17
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juin1938）は、r国民経済の特定の部門において，同業組繊の完成と技術進歩
とを達成しよう」と意図したものである。当デクレ・ロワは，政府が対象とす
る業界の製品の生産条件，価格水準などを規制し，同業組織の育成のために関
税政策を活用することを認めている。ω
　最後に，1938年11月12日のデクレ（d6cret　du12novembre1938）にっい
て述べておこう。当デクレは，錬売価格の総ての値上げが，価格監視委負会の
事前の認可が必要であるという規定（d6cret　du甘juiHet1937）を廃止し，
価価決定の自由化傾向を示したが，同時に第1条3項に以下のような規定を加
えることを忘れなかった。即ち，正常な競争条件下で販売が行なわれていない
産業における鉤売価格の値上げにっいては，国民経済大臣および商務大臣がそ
れを禁止する権利を持つとされたのである。販売が正常な競争条件下におかれ
ていない事例としては，次のような場合が列挙された。（1）生産考全体を代表す
るコソトワールによってその製品が販売されている場合　（2）アンタントが参加
企業の生産能力や国内市場での販売量および最低販売価格を設定している場合
（3）フランスの生産老が国際ヵルテルに参加し，自国市場に対する優先的販売権
を持っている場合，以上の三つの場合である。一見Lたところ，当デクレは刑
法第419条の規定を緩和するものではなく，むしろ逆により厳密な適用を意図
したものであるかのように推測される。だが，当デクレは1926年の改正と同様
にアンクントの原則禁止的立場ではなく，濫用規制的立場をより一歩進めたも
のといえよう。というのは，製品の販売が正常な条件下で行なわれているか否
かの判断は，国民経済大臣および商務大臣に委ねられることになったからであ
る。従って当該犬臣が正常だと判断した場合には，アソタソトやコントワール
の値上げも容認されることになった。立法者のアンタントに対する態度は，
「完全な禁止でもなく，無条件の歓迎」（nideprohibitioncomp1さte，nide
bienveillance　sans　r6se岬e）でもなく，アンクントのとる政策により判断し
ようとするものであった。僅』以上1935年のフランダン・マルシャンドゥ法案以
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来の立法の動きは，婁実上においてのみならず，法理論上においても，フラン
スがアソタソト体制（r6gi㎜e　des　ente耐es）へと移行する足場を築くもので
あった。
注（1）ED…舳…””〃召’1舳肋〃舳・∂郷伽・〃醐，P・m，1938，PP80－83
（2）D・L・…d・Z・・醐肋1・・伽閉・吻㈱伽伽加∫・・舳〃・16鮒卿1伽1，
　Pa1．ig，1937　pp．186－187．
｛3）以下フラソ〃・マルハソドウ法案の舳はlA・Pi・鮒・，倣，・㎜・卿（卵．
　163－183）に収銀されている同法案の筆1者臼身の視点による紹介である。
（4）　A．Piett蛇，肋〃．，pp－87－88．
15）E．Du閑au脆，ゴ肋．，PP．84－85．
（6〕　G．Pirou，ゴあ｛d．，PP．271－272．
（7〕E．Dussauzo，必〃。，PP．85－87．
（s）　民ChappeHu，％〃．、pp．56－5＆
（9）　F．Pir01；1，　｛ろケ6．，p．266。
（10　E，Dussa1』鴉，6〃4．，PP．99－102．
ω　G．Pirou，必〃．，pp．266－267。
3．　強制アンタント
　（1）強制アンタント
　強制アソタソトとは，同一案界の企業数が極めて多数カ㍉またアンタントに
反対する企業の力が強すぎる場合に，アソタントを形成しようとする企業が，
国家の強制力を媒介にして当該業種の全企業にアソタソトヘの参カロを強制する
ものである。フラソスでは1934年に欄送業の調蛙のため・最初恒この強制アン
タ：■トが採用ざれた。その後1935－36年に，不況に苦しむ食品産業（砂糖，菊
にがな，製粉業，海洋漁案）等を中心に，強制ア：ノタソトが形成されたが・そ
の事例は第5表にまとめられている。強制アソタントは・以下の三つの特徴を
持つ。まず第1には，禺家は決して自発的に介入するのではなく・既に一定の
期聞白由アンタントとして組織化されてき・た企案グループの要求によってのみ
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参加することである。第2の特徴は，このア1■タントはあくまでも，経営者サ
イドのものであり，ここでの総ての決定は，企業者やその代表者の視点からな
される。第3の特徴は，強制アンタソトは，あくまで生産，流通および販売と
いう経済的領域への介入に隈定され，政治的，杜会的領域への介入ではないこ
とである。u〕
　ここで対象とする私企業におげる強制アソクソトの成立に至るまでのプロセ
スを国家介入の視点からみると，まず最初に公益的藷業，特に鉄道業における
アンタントが，その管理能力の向上のために成立した。その後ア1■タントは公
益企業と私企業との両者の関係を調整するため，特に交通調整の間題として成
立し，最後に，同一産業間の多数派企業が，少数派企業を一定の強制に従属さ
せるものとして形成されたのである。｛到このようにアソタソトの形成されるプ
ロセスをD・ラザール（D．Lazard）は，第4表にまとめている。当表の左側
には，アンタソトの発生順に従って（I）公益部門から（皿）私企業部門まで
カ…記入され，当表の上部には，アソタ：■トの諸側面カ…，アソタント発生の（1）基
礎，（2）内容，（3）価値について各々記入されている。当表に基づき強制アンタソ
トの内容につき検討してみよう。
　まず表I－1のの部分は，公益産業において強制アソタソトが形成される基
礎について示されている。公益企業の健全た運営には，顧客に提供するための
サーヴィスが少なくとも必要最少量、適正な価格で提供されることが必要であ
り，サーヴィス量を削減することも，一定の水準以上に料金を嫡上げすること
もでき’ない。従って公益妄業の実現しうるあらゆる経営努力は，業界内部の再
編成からのみ生じうるものである。従って，I－1にみられるように，強制ア
：■タント突現の基礎は当業界の企案の合併または吸収によって保証される。こ
のようにして葵現されたアンタントの中心機関は，I－2に示されるように，
既存の共通機関となる。これらの機関により企業衡理が行なわれ，国家による
統制と認可の形態で，当機関存立の保証が与えられている。この制度が，効果
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算4簑　強制アソタソトの領域と側面
　　　アソタソトの諸側面
」』…丁〆」ム■各’■…■一工丁ギ価’停．1
　　　　　　ト。　　　　1ト。
　　　　　i機関：簸織機関叉は1利点と不便
　　　　　　権隈：管理
　　　　　　保証：統制と認可　　　　　1　　　　　　　　　　．．j．．．．．
　　　　　「　　　　　　　　　　；　　　　　1ト・　　　　1ト・
　　　　　1機関：輸送業者の代表　　　　希望と敷蘭
　　　　　　櫨隈：アソタソトの精級化
　　　　　1廠1㈱と認可
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■≡1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r皿一3皿一2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■」
　　　　　　機関：生産者の代表　　　　「　称讃と批判
　　　　　　鰍：縦と施行　1
　　　　　　鰹：統制1認可　1
1出典i。、。、、、。；ニニ，乙。舳惚伽舳㈱・紬舳ω・肋漉W’脇p舳193孔
　　　P，33より・
的な成果を生む場合には，公益部門にとり利点となることはト3予こ示されて
いるとおりである。
ト。では，鱗の調蛙のための強制アソ川が示されていい930年代
には，総遺路，運河などの各交鮮段間の調蝸題が重要とたったのであ
る。ト。仔こみられるように，当アソ州の機関は・鱗繍の代表嵩カ’ら
なる。国家の役割は，アソタン1作成当初においては・第二舳なものであ
る。だがその後は，禺家の碗制と認可がアw撤の鰹として重要性を
持つ。この調整が当初いだかせた希望が1時間の鰯とともに艘へと変化し
たのが皿一3に示されているo
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　　　　　　　　　　第5豪　強制アソタソトの事例
　　　　一三…’称　，　該当法
　　　　　　■■」　　　　　　　　　　　　　　　’i■’’シヤソペソの品質（qualit6du　v…n　de　loi　du22juil1et1927
Champa即e）アソタソト　　　　　　　　　d6cret・1oi　de　septembre1935
砂繍（9uCre）アソタソト
にしん（h狐eng）アソタソト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I
海洋漁業（康che㎜aτitime）アソタソトr　d6c「et　et狐εt6du14ianvie「1936一
　　　　　　　　　　　　　　　　≡（。mε舳1・f・wi・・1…で補完）1
　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　．．、．．　．」　　　」　　1靴（・・…ふ；）亙二由ニタソ／1・i・・・・・・・・・…　　．、．．r
紬｛；；；1；5’÷ソ【■’ll・i・一・・■ふ・・ふ～α・・・・…i
　　　　　　　　　　　　　　　　11936で補完）　　　　　　　　、　　　≡
製粉業（・・・…i・）アンタソ1　1d午・・t・1・id・30octoド三9’9干5竿、
〔出典〕　D．Laz趾d．工郷刎加〃ω6ω“o閉初〃∫’閉ρω6郎〃ω〃’o16“μr1．〃〃。P町io，1937　他によ
　　る。
：坤；一峠㍗㍗・・、…ll
L芒二1・三．吋主命讐竺岬」
　私企業部門のアンタントは，大恐慌後発佐したものであり，皿1－1に示され
ている。この強制アソタ1■トは，当該案界の大多数の企業による強制を基礎に
成立するものである。㎜一2にみられるように，アンタ：■トの機関は。生産者
の代表によって構成され，当機関は，決定と施行についての大きな権限を持つ。
国家は，アンタントのアウトサイダーを強制的にアンクントに従属させる強制
力を持つ。この協調組合主義的煩向の再生が，称讃と批判という相矛盾する評
価を生むことは，皿一3に記されているとおりである。以上我々は，D．ラザ
ールによりながら，強制アンタントの一般的内容を検討してきたが，個j次に強
制アンタントの具体的事例とLて，砂糖アンタ：■ト，製靴ア：■タソト，製粉ア
ンタソトの3事例をとり上げてみよう。なお，第5表は，強制アンタ：■トの実
現例を示すものである。国民議会で討議された提案とそれにまでは至らず，秦
界内都での提案に届まったものとがみられるが，いづれにLても我々は，1935
年以降のフランス産業界には，強制アンタ1■ト形成の動きが極めて広徹こ存在
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　（2）砂糖アソタソト
　1930一年代のフラソス砂糖産業の特徴は，自給自足体制を保持していることで
ある。フラソスは，高関税政策によって外国産砂糖を殆んど輪入せず，また国
内産砂繍はそのコスト高のため殆んど外国に販路をみいだすことが出来なかっ
た。従って砂糖産業が販売対象としうるのは，固定的な国内市場のみだったの
である。当産業は、以下のような3種の業界からなっていた。まず最初に約20
万人からなる甜菜栽培業考が北部地方やパリ地区に集中しており・その上に約
200杜の製糖業者が存在し，さらに最終段階では・極く少数（3杜による市場
支配）の業者による精糠遇程の寡占体制が確立していたのであ糺ω
　1931年に製糖業者が，生産の88％を支配する自由アソタソトを形成した。当
アンタ：■トは，価格統制を実施することなく・国内市場での販売量の割当てに
より遇剰生産を固避した。また製精業者の甜菜購入量も割当制となったので・
甜葉の週剰生産をも固避することとなった。当ア：■タントは11932年に更新さ
れ，その後も安定的価格を維持し続けたので1そこに注目した新規企業の参入
を引き・おこしその繕果櫛格億下げ鏡争が発生した。そこで製糖業着は・国家の
介入を望み，アウトサイダーの存在を許さぬ強制アンタントの形成を意図した
のである。個1
　1935年のデクレ＝ロワ（d6αeト1oi　du8aoOt1935）は・甜菜およびその副
産物を加工する製糖工場の新設は，政府の組繊する委員会（農案・商務・］二業・
財政，軍寮の各大臣からなる）の認可なしには不可能であることを規定し・製
糖能力の固定化を計ったのもである。違反企業には・100－500フランの罰金が
誤されることになり，アソタソトの強制力を示していた。また甜粟栽培業者と
製糖業諸間の紛争は，強制的伸裁権を持つ特別の委員会が解決することになっ
ていた。第。のデクレ。ロワ（・6…t・1・i・・・…t・…醐は・製麟諸
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　　　　　　　　　　　　第6表　砂糖消費の動向
　　キ、・ソペーン期聞　　　トン　　　　ー　　キ十ンペーソ期間　　　　トン
　　　　1926－1927…・・…757．000　　1　　1932－1933・…一947．000
　　　　1927－1923一・一・・　879．000　　　　　　　　　　　　　1934－1935・…　一…　　963・O00
　　　　1928－1929・……・918，O00　　＋　　1935－1936一一・’・973・000
　　　　1929－1930・・・・・・…　　939，000　　　　　　．　　　　　　　1936－1937・・・・・…　工，018，OO0
　　　　1930－1931一・一980．000　　　　　1937－1938・…・…956．000
　　　　1931－1932・・・・・・…　　917，OOO
〔出皿〕　F．Chappe］1u．ム洲αμ■加”c醐∫榊閉岬ゴ3伽4Io倣晒〃5亜κθ閉ρ〃作∬加蜆閉3〃らLyo皿、19舳。p．u5．
相亙間の協定が次の2条件下で締結された場合には，その協定が業界の全企業
に対して強制力を持つことを規定した。その2条件とは，協定が業界全企繋数
の4／5以上の企案の賛成を得ており，業界の全生産高の4／5以上を生産する企
業が参加している場合である。このようにして，製繕業界の自由アソタハは、
強制アンタントヘと転化し，生産割当制がかつてのアウトサイグーをも含むす
べての企業に適用されることとなった。㈹
　この強制アソタソトの影響を，消費および価格の両面において考察してみよ
う。消費に対する影響は，第6表にみられるとおりである。1931年以来砂繕消
費増大のキャ：／べ一ンの成果は，確かに1930年以前の時期と比較した場合一定
の成果をあげている。だが，強制アンタソトの形成された1935年以降において＝
は，消費量の大きな変化はみられず，砂糖消費量は，ほぽ固定化したといえる
であろう。1936－37年の数値は例外的なものであり，1934－35年の遇剰在庫を
大貴に消費したためである。またフランスの平碗切下げ後に予想される価格上
昇を見込んだ卸売商の購入によるものである。
　価格に対する影響は，生産価播と消費価格の爾視点から考察される。甜葉棚
格および砂糖価格を生産価格の点からみると，強制アソタントは，一定の劾果
をあげている。1931年の両価格の下落は、アソタソトの形成により固復され・
1931年から34年にかけてほぽ安定的な価格を維持し，北部地方での恐慌の深刻
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1年次1カソタル当り1キ十ンペ．川ンタル当り繍格増加係数≡
∵平二鴛苧」一㌦タニ，；ぷ・・平ζ二隻竿指、、、数ら二6。、、、、≡
1ll：l1、、、．、、。。。。一1。。。・・。．・・㏄・・．1・1…1
一：1：1：：；ll：ll：lllll：：ζ1；ll：1：llプ：：1：≡
119311212．45　　1931－1932　219・80　502　5・8215・941、。。、　。。。．。。一…一1・…　1・．・・　・・・…ギ・．・・
，・…1・・1・　・…一・…　224・25　3985・9グ6・06
1111111111－lllllllllllllllll＝ニデ；1：；
193グ　268．80　11937－1938　296・25　　581　7・26　8》、干9平」1・舳・1，l1竺1、＿竺＿．甲、一皿叩。予・㌧
（控、）、．蒜扇；；；；ソ。’。、榊べ一ソ榊榔搬醐を意1味・舳・繍㈱㈱
　　圓の年糊舳。4．舳撒舳912－191僻の桝価裕に附る糊脇
1㈱F．Ch棚11。，脇鮒柳酬㈱〃卯1。〃榊曲伽〃ω。加舳伽・L・on・1940…11一・
化を阻止するのに一定の役割を演じたのであ私1935年36年には・嚇年1934年
の甜菜の豊作のため，伽格が下落したが・1935年には強制アソタントが成立し
たので，以後個格の上昇傾向が続くのであ私製糖業界にとっては・強制アン
タントの成立は，政府の介入によりアウトサイダーを消失させ・業界企業の利
益を確保したという意味で，成果を上げたと考えることが出来よ㌦次に消費
鵬の動き湖ておきたい。第7表は・1927牢から38靴かげての砂繕の麟
価格を示すものである。比較の基準となるのは・1913－14年のヵソタル（千キ
ログラム）当りの平均価格，すなわち37フラソで狐当熟よると・自由ア
ンタントの形成された。…年から・・年にかげて・砂糖の卸売脇徽（126品
8の平均）が。。。から。。・へと…ポイソ1低下しているのに対し・最終賊
鵬は殆んど安定的となつている。その後・…年から・・年にかけて・年次練
みると約。。％の低下がみられるが，当鰍己は一般物価指籔も低下してい乱強
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制アンタソトの適用された1935年から38年にかけては，卸売価格指数が93％上
昇したのに対し，最終販売価格は，70％の上昇を記録したに遇ぎない。強制ア
ソタントは，国内市場での販売割当を行なうことにより，消費価格を安定化さ
せていたのである。例
　（3）　靴製造・販売アンタント
　1930年代のフランス製靴業は，少なくとも4千の莱者が15万人にもおよぶ労
働者を雇用する一大産菜であり，年間総売上高は20億プラ1■を記録していた。帽j
当業界は伝統的に家内工業が支配的であったが，大恐慌の影響を受け経営状態
の悪化が顕著となった。その理由は第1には，資金不足であり第2には，アメ
リカ製靴機械会杜（United　Shoe　Machinery）などからの一方的な機械導入に
みられるような技術水準の遅れであった。また国内でのピロ杜（Maisom　Pil・
1ot），チュッコスロバキァのバット杜（Bat’s）のような大企薬との競争が激化
してきたことである。＝到以上のような内外の大製靴企業は，フラソス人消費老
の伝統的嗜好とは異なる標準化された靴の大貴生産に成功し，市場を独占化す
る煩向を示し始めたので，「工業的巨大主義」（9igantisme　industrie1）という
表現がこの現象に与えられていた。製靴業窃の中心グループは，この工業的巨
犬主義に対抗するため強制アンタソトの形成を意図するのである。ω1935年2
月19目に・フランスおよびアルジェリアの製靴業者，靴販売業者により，次の
ような自由アンタントが形成された。即ちそれは，商務省の許可なしに新工場
の建設を行なったり，既存工場の設傭払充を行うことを禁止するものであつれ
同様に靴の販売店の新設や既存店舗の拡充も同時に禁止された。だが前述のバ
ヅタ杜は・この自由アンタントに参加しておらず，アソタントの効果は十分で
なかったので，1936年3月22日法（loidu22mars1936）により，同趣旨の
目的を持つ強制アンタントが成立し，バッタ杜もその規制下におかれた。
1936年の強制アソタントは，製靴業については，国民経済審議会（Consei1
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National　Economique）の意見を参考にして，商務省が許可することなしに
は，爾後2年間に亘り工場の新設や既存工場の設傭拡張および移転を禁止する
ものであった。重た販売についても，新規販売店の開設および既存店舗の拡充
なども同様の規捌下におかれた。更にまた，1936年1月1日以降に開店された
総ての小売店の閉鎖が命じられた。E・デュソーズによれぱ，当法は何ら業界
の再編成を意図したものでなく，むしろ現状の固定化を意図したものであった。
当法は1938年に，更に1年の延長を認められてい私ω違反者に対しては，500
～5㎜フラソの罰金が課されることが規定され・再犯の場合には罰金額の倍増
が決められていた。
　当アンタ：■トは，国民議会で全く論争が行なわれることなく・金負の賛成で
成立したが，それは当時の状況のなかで，当法の成立が次のような点から・妥
当なものだと考えられたからである。まず第1に当業界には・多数の中小企業
が存在し，個人主義的な風潮に基づき多様な商品を生産しているのであ㍍こ
のような場合には，多様な企業を組織化し・一元的行動をとることは困難であ
り，隈定されているとはいえ、強カな国家の行動（製靴工場・販売店の新設禁
止等の）を要請することの方がより実現の可能性が高かったのであ私第2に
は，薬界内部で監視を行なうよりは、国家という部外者による制限的行動を要
騎する方が，業界にとって受け入れやすい場合が多い。製靴案界は1フランダ
ン・マルシャンドゥ法案には反対したが，それは当法案が業界自身による内部
的統制を前提としていたからである。第3には・生産自体を制限するよりは・
生産乎段の現状以上の拡張を禁止する事の方が・はるかに実現しやすいのであ
る。以上の3点の理由から，当業界は「工業上の巨犬主義」に対抗するため強
制アンタ：■トを成立させるに至った百胸その後・r製靴職人の傑護と目的」を意
図した1936年4月7目法（1oi　du7awi11936）が成立し㍍当法は・1936年
3月22日の強制アソタソトを補完するものであり・これにより型靴職人は・生
瞳量の割当の独占権を入手したのであ肌㈹
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　（4）製粉業のアンタント
　製粉業は，公産物加工業のなかでは最も重要なものである。1930年代のフラ
ソスでは，小麦粉の生産能力が，消費量の水準を凌駕するようになったが，そ
の原因を生産の集中と消費の減少の両面から検討してみよう。生産面をみるな
らぱ，製粉工場は，規模別にみて次の3タイプに分類されていた。（1）小規模製
粉工場。1目最大20カソタルの製粉能力を持つ工場で，工場主とその家族のほ
か，1－2人の雇用労働着により操業されている工場である。製品の小麦粉の
約2／3は，工場周辺の消費者に販売する。（2）中規模製粉工場。11ヨの製粉能力
は20～500カ：■タルであり，製品の販売については，各企業が自律的に販売す
る。（3）大規模製粉工場。1目の生産能力が500カ’ンタル以上の工場で，その大
多数のものは，小麦粉の販売価格協定と販売市場の割当協定を緒んでいる。
1936年の小麦局の統計によるとこれら3タイプの工場の分布は，第8表のとお
りである。当表によると、フランス製粉業は，中規模工場への生産能力の集中
がみられる産業であり，全製粉能力の3／4は，中規模工場の支配下にあった。
そして大規模工場およぴ小規模工場は，中規模工場の生産能力にはるかに及ぱ
なかった。以上の3タイプの工場による生産能力は，1935年に至るまで増加し
続けていたのである。
　次に消費の動向をみると，年平均小麦粉消費1は，1911－13年の8千500万カ
ンタルから，1921－23年期には7千万カソタルヘと減少L、更に1936年には
　　　箏8衰　泌粉工場の規模別分布
　　　　　　　］＝易数　　製粉能力（カソタル）
小規模コ＝場　　6．522　　　8，500，O00
中規娯工場　　　1．925　　　　42，000，000
大規模工場　　　　23　　　　10，650，000
〔出典〕　F，ChapPd1軌㎜●1P．一η　より作成o
i046
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6千100万カンタルヘと低下しているので，28劣も消費量が減少したことにな
る。この減少の理由としては，次の諸点が考えられる。第1次大戦以降には，
グルテソの含有量が低下し．品質の悪化した小麦粉が販売されるようになり消
費者の反対を買ったのである。このためバ：■の質が低下し，消費者のなかにバ
ン以外の食品を嗜好する人々が増加してきたため小麦消費量の減少がみられた
のである。以上のような生産と消費の爾面からの検討によると，製粉業は生産
鮨力の38％を稼動させるだけで，消費水準をまかなえるようになっており，必
然的に遇当競争を生むこととなった。その繕果原価似下での製品販売が一般化
し，パ1■のもつ国民食的性格にもかかわらず，製粉企業経営は，危機的状況に
おかれるようになった1oω
　特に重要なのは，工業化された犬規模製粉企業と伝統的な中小企業製粉企業
との鏡争が激化したことである。ストラスブール・マルセーユ・バリ近郊など
に立地していた大企業は，1925－26年頃にかげて・犬企業相互間で秘密裡に自
由アンタントを形成していた。ところが恐慌後外国産穀物の輸入が困難となる
と，それを原料としていた犬工場が不利な状況におかれ・国産小麦を利用して
いた小工揚の方が立地上の利点から，より安価に小麦粉の生産を行なうことが
可能となり，大規模設備を誇る大企業と再生した小規模企巣の競争が激化した
のである。胴こ二のような状況下で，1935年に製粉案の強制ア：■タントが成立し・
（d6cret．loi　du30㏄tobre1935）生産手段の増加や集中の遙展を阻止するた
め次のような規制を行なった。まず最初に，製粉工場の新設を禁止し・1930年
以前に既に閉鎖されていた工場の再関を禁止した。また駆存工場では・生産施
設の改良が不可能となった。更に当デクレ＝Pワは・企業の合併により集中が
選展するのを禁止し，中小規模企業の過度の削減を回遊すぺきことを明記した
のである。
　当アソタントは第2点として，製粉業同業委員会（Comit6Professionnel
de　la　Meunerie）を創設し，当委貝会が各工嵩で製粉されるぺき原料小麦量
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　　　　　　　1’0憂虹ら二6占』尖6五ふ由■■
　　　　　　　　　　　〔製粉実絞十製粉能力〕
　　　　　　　　　　　　30，OOO＋（150x300）
　　　　　　　　　　　　＿＿＿＿一一一一一一．一一一＿　一　一一一一一＿　．一一一一一・＝37．500
　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カソタル
の毎年の割当案を作成したのである。当委員会には，国家の代表のほか業界の
4グループ，即ち，中小製粉業界，犬製粉業界，農業地域中小製粉業界，小麦
販売・加工全国協同組合違合の代表が参加していた。蝸製粉業者に対する生産
量の割当（畠原料小麦量）の割当は，上記のような方式により行うぺきことが
規定され（arrεt6du27juin1938），1938年7月1日から実施された。この
割当方式は，過去の製粉実績と工場の持っている製粉能力の両者を考慮してお
り，両要素の算術平均からなっている。この例によれぱ，1927－35年の過去の
突績のうち，最大の年間小麦製粉実績が3万カ：■タルであった製粉工場が，1
日150カンタル（従って年間労働日300日として4万5千カンタル）の製粉能
力を持っている場合，その割当額が3万7千500カソタルになるというもので
ある。但し，翰入小麦や翰出用小麦粉を生産するための小麦については，何の
規制も存在しなかった。ω当アソタントが実施した第3の方策は、過剰生産施
設の清算である（d6cret　du17juin1938）。これは，製粉業界全体が，過剰の
製粉工場を買収して監視下におき，操業停止状態にすることを意味した。この
為の財源は，各製粉業者が，小麦粉一袋生産する毎にO．50フラソ（小規襖企棄
は0．10フラソ）を拠出し積立てた基金からなっていた。そしてこの同業基金
（caisse　professiomelle）｝こ。参加Lている製粉業者のみが，生産割当を受ける
ことが出来たのである。㈱
注（1）　F．Chappellu，泌δ4，pp．16＿18．
　（2）　D．Lazard，必4五，p．253．
　（3）　Dl　La蝸rd，必〃．，pp．31－32．
　（4）G．Pim，〃倣，P．273．
　（5）　G・Pirou，｛〃泓，PP．272－274．
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（6）　F．Chappe1－u，必‘凶，pp．67－68。
（7）以上F．ChapPe山，必姐，PP，110－114・による。なお，製繕案の強制アンタソ
　トについては，A．Piettre，洲んPP・94－101・D・Lazard，泌仏，PP．196－199を参
　照。
（8）G．Pim，必姐，P．276．
（g）　D．Lazard，泌倣，p．206．
㈹　A．Piettfe，〃〃，p．112．
ω　E．Du9晩u鴉，〃〃，P．96・
⑫　A．Pi6ttτe，洲d．，p．25．
鯛　D．Lazard，必‘4，p．210。
σ4　F，Chappe1－u，必〃．，pp．174－179・
蝸　A．Pie跣爬，必〃．，pp．28＿29。
φ⑤　F．Chappe1lu，〃54，pp．179－181・
直力　F－Chappeuu，づ〃泓、pp．183＿190．
⑱　C．Pimu，伽広，P．276。なお，製粉案の強傲7ンタソトについては・この他・】≡＝l
D…汕脆，伽〃，肌g2－95，D．L・刎d・δ肌㎎・192－194をも参鳳
4．　アンタント体制の歴史的意義
　（1）アンタント体制に対する三つの視点
　以上我々は，1930年代のフラン刈こおける自由ア1／タント・7ランダソ＝マ
ルシャンドウ法案および強制アソタントの三老の案態について検討してきた・
最後にこのようにして成立してきたアソタソト体制（始gi㎜e　des　e耐e耐es）
についての賛否両論およびその意義について考察しておこ㌔
　1）．ラザ＿ルは．1930年代のフラソスではアソタント体制は・恐慌に対する
聚急的手段（meS岨eS　d・u㎎enCeS）として組繊されたものであること・またそ
の繕果として多かれ少なかれ杜会的に認知された「独占」を当咳産業に発生さ
せていることを指摘している。ωまた彼は，アンタント体制につき・（1）法鉢的・
（2）経済．財政的および（3臆徳・政治的な視点から次のように間題点をまとめて
いる。まず法律的にみるならぱ，1930年代の強制ア：／タソト形成への傾向は・
澗繍・1。炊代表される餓的な反鮎法脇と対立するかたちで・史実と
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して発展してきたことである。既にみたように，フラソグソ＝マルシャソドウ
法案以降いくつかの個別立法がなされてきたが，強制アンタントの組織化につ
いての一般的規則を示す基本法は成立しなかった。従って，強制アンタントは，
事実として暗中模索的に成立してきたといえよ㌔
　経済・財政的な視点からは、次の2点が強調されなけれぱならない。まず最
初に，強制ア：■タソトは如何なる領域で形成されようと，経済的配慮にこたえ
るものである。国家の介入を決定するのは，経済的視点によるものであり，私
企業側の要請のみにより国家が強制ア：■タ：■トの形成に介入するのではない。
また，強制ア1■タントは，経済的にはr独占」形成の動きを強化する。即ち既
にみたように当体制は，アンタント形成時点に営業していたメ：■バー企業のみ
に当該職業の独占化を許し，新規参入を排除する。アンタント体制下の各職業
を固定化し，経済進歩を阻害する。だが，この危険を避けるため，当該職業か
ら独立した，中立的な人々による伸裁委員会を必要とする。国家は，その組繊
を通じ，アソタソトを監視し，制裁を加え，認可を与える。このような過程の
なかで，協調組合主議的頓向（t㎝da㏄e　corporative）と同時に国家管理主義
的傾向（tendance6tatiste）とが出現してくるのである。
　道徳的・政治的変化としては，個人の契約尊重の精神が，次第に減少してい
くことである。国債であれ，民間の各糧契約であれ，個々の契約があらゆる口
実のもとであらゆる方法で修正され破棄されていく。アソタソト体制下では，
自由意思に基づく，経済主体間の個別的な個人契約尊重の精神が弱体化し，こ二
れはまた政治的行動にも複雑な影讐を与えていく。12；以上D・ラザールにより・
アンタント体制を三つの視点からまとめてきたが，次にこの体制についての賛
成論および反対論を検討しでみよう。
（2）アンタント体制への賛成論
アンタント体制に対する賛成畿を，主としてE・デュソーズの研究によりつ
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つまとめてみよう。‘釧経営老の犬部分は，アソタソト体制について賛成したが，
まず第一のグループとして考えられるのは，自由アンタソトには賛成であるが，
強制アソタントには反対を表明した経営者のグルーブである。既にみたように，
業界独自のカで自由アソタントを形成していた経営者グループ，鉄鋼業，石炭
および化学産業などの経営者グループがこの立場である。彼らは，自由アンタ
ントだけが，恐慌の影響下においても，合理的範囲内において鏡争を維持する
（mainten1rlacon㎝rrencedansdeslimites胴isomable）ことが出来る
と考えた。何故ならぱ，自由アソタントは1自由競争のメカニズムを完全に蚕
めてしまう原価以下での販売競争を阻止することが出来るからである。この
グル’プのfミ表としては，「アレ＝フPヅジュ＝カマルグ杜」（A1ais－Froge－
Camargue）の杜長，マルリオ（M．Mar－io）の見解を採り上げてみよう洲彼
は自由アンタントとしての生産者間の協定こそが・価格の安定化を実現するの
であり，競争を廃止することなしに，生産原価以下への各企業の値下げ蜆争を
防止するのだと主張する。M・マルリオによると・アンタントは・糧済活動の
安定化組織（orga㎜sme　stabll1sate岨）なのであり・あくまでも任意組織で
あるべきだった。彼が自由アソタントには賛成しながらも・強制アソタソトに
反対するのはアンタントとは競争の調整者であっても・競争の廃止手段となっ
てはならないという儘念によるものであ私
　自由アンタソトのみならず強制アソタソトにも積極的に賛意を表する経営者
グループとしては，我々が既に検討してきた製糖巣界・製靴案界・製粉業界等
強制アンタ：／トを申請した業界の人々がまずあげられる。また・フラソダンε
マルシャソトウ法案の国民議会の提出時に，諮間を受けた全国の商案会訟所の
固答の多くも，強制アソタソトに賛意を表してい㍍彼らは・恐慌の影讐を受
けたフランス経済の現状を冷静に分析し、自由放任の経済政策がもはや効果を
埼たないようになっている以上，強制アソタソトによる最少限の組繊化が必要
だと主張したのである。強制アンタ：■トを支持する経営者グループのなかには
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さらに，協調組合主義者（corpOratiste）とでも名づけてもよいような熟烈な
支持者たちも存在した。アルシ皇トン（A1shto皿）杜杜長のドゥトゥフ（A・
Detoeuf）がその代表であり，彼は次のように主張している。すなわち強制ア
ンタソトが，特定巨大企業の金融力を一定水準以上に増加させることを阻止し，
中小企業の存続を可能とするとして，その存在意義を評価する。A・ドゥトゥ
フは，強制アンタントを評価するのみならず，さらに一歩進んでr同業者組
繊」（organisation　professionne1le）の設立をも主張している。G・ピルーに
よれぱ，この組繊は，雇用者と労働者とを同一の組合のなかに統合するような
r強制的組合主義」（syndicalisme　obligatoire）だったのであり，この主張は
その後rヌポー・カイエ」（NOuveauxCahiers）に結集した経営老グループ
に継受されていく。帽〕この主張によれぱ，同一職業の総ての生産者が，強制的
に組繊化され，参加企業閲の利害を調蛙することにより，国家全体の一般的利
益の発展に貫献すぺきだというのである。そして，この組織には，経営者のみ
ならず，中間管理職眉や労働者代表も参加すぺきだとされており，まさにこれ
は，協調組合主義の理念を示すものといえよう。
　次に労働者側の見解をみておこう。労働総同盟（C．G．T．）の立場は，理諭
的な視点および一般諭としては，アソタソトに反対ではあったが，現実上の具
体的事例に対しては，アソタントの形成に賛意を表している。労働老組繊は，
資本主義が恐慌に直面し，自已の体制を延命させるために考案した資本主義的
アソタソト（ente批es　capita1lstes）は，資本主義的矛盾を廃棄することは出
来ないと考えていた。だが具体的事例をみると，石炭産集におげる炭鉱労⑰者
も製軌業の労働者も業界のアソタント形成に賛意を表している。労働総同盟は1
フランダソニマルシャドゥ法案に対しても，労働者の利益が損なわれないとい
う条件つきで，賛成しているのである。㈲
　以上のようなアンタソト体制に対する賛成論を背景に，r雇主の権威を回復
し・国家管理主簑に対して戦う∫〕ために，次のような二つの組繊が成立した。
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一つは，rメゾソ・デ・アンタント」（Maison　des　Ententes）と呼称される組
総であり，1901年の法俸（1oi砒1“juinet1901）｝こ準拠して，1936年3月に
設立された。当組織は，生産者，労働者，商人，輪送業者，消費審を組織化し
て，経済的アンタ：／ト（ententeS6COmmiqueS）を育成することをその主要な
目的としていた。また1901年法にもとづき，1906年7月8目に組繊されていた
r同業組合中央委員会」（Comlt6Central　du1’0㎎amsat1on　Profess1omel1e）
も，アソクソトを育成することを目的とした。以上二組織の主観的な動機は，
当該職業に最大の組織化の力を賦与し，国家による介入度をより小さ在ものと
したいというものであった。㈲
　（3）アソタ：／ト体制への批判論
　アソタソト体制に対するもっとも強力な反対論を展開したグループの一つに，
完全な経済的自由主義，完全な自由競争体制の維持こそが・フランス革命によ
り創出された資本主義の存続のため必要不可欠なのだと主張する経営老グルー
ブが存在した。E・デュソーズによれぱ・このグループは・ロースト＝ラシ目
一ム（Lhoste－Lacha㎜e）を代表考とするr経済的自由防衛グループ」（Gr㎝pe・
η匝ent　de　D6fense　des　Llbert6s　Econom1ques）に結集した経営者たちであ
る。個1口＿スト＝ラシヨームは，1937年の一諭文のなかで・個人主義の名のも
とに自由競争を弁護している。ω自由競争こそが・経済的効率を高め・技術草
新をもたらし，杜会進歩を促進するのであるから・それらの利点を減殺するア
ンタントの形成は容認すぺきではないというのが・このグループの経営着の考
え方であった。また，アンタソト体制下でも・可能な隈り1自由競争の作用す
る頓域を保持すぺきだとするグループ「プラソス組織化全国委員会」（Comit6
NatiOnalde1’0rganisationFranCaise）は，白由アソタントのアウトサイダ
、には，以下の三点からみて自由を与えるぺきだとして・アソタソトの行きす
ぎを批判している。すなわちアソタントは・技術的には・製品の製造法を固定
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化してしまい，技術進歩を阻止するのでアウト・サイダーに可能な隈り自由を
与えて技術進歩の可能性を残すべきなのである。また径済的には．強制的な価
格決定を回避し，需要供給の法則に一定の位置を与えるため白由競争の領域を
残存させるぺきであり，心理的には，単調さよりも冒険を安定よりも発起心を
選好する個人主義の長所を伸ぱすためアウトサイダーの存在を重視すべきだと
主張したのである。これらの主張はア：■タ1■ト体制に対する一定の批判を示し
ているといえよう。ω
　D・ラザールは，アソタント体制が協調組合主義を招来する点について，経
済的側面および政治的側面からの批判を展開する。それによると強制アンタ：■
トに緒集Lた経営者達は，政府の強制力を利用することにより既得の条件を保
持しようとする。かつてのギルド体制と同様に新たな技術進歩を阻止し，経済
活力の停滞をもたらすのである。アソタソト体制は，「杜会の一糧の骨化現象」
（unesorted’ossifcationde1as㏄i6t6）を引きおこし，退嬰的な経済杜会
を出現させる。また政治的にみても，個人に対しても禺家に対しても危険な影
響を及ぽす。企業老の個別的創意が，集団的観律のなかで消失され，消費老を
生産者に従属させる。また労働者の階級的利害を同職組合のそれにすりかえる。
協調組合体制は国際的視点を欠如しているので，偏狭なナショナリズムを発生
させるおそれを持つ。胸また，強制アンタ：■トが国家管理主義を発生させる抽
それがあるという点からも批判が展開された。国家が生産と消費を規制する場
合個人は国家の行動を批判したり，統制したりすることが出来なくたる。経済
的自由の廃止は，政治的自由の廃止を招くが，それはまた個人主義の死減を意
味す㍍個人主義が死減した時，国民は国家の強制力によって容易に国家管理
主義を受け入れることになるであろう。固以上が強制アソタ：■トに対する批判
として展開された主要な主張である。
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　（4）ア1■タソト体制の歴史的意義
　G・ピルーは，1940年時点での，「強制的に一般化されたアソタソト」（en－
te耐e　ob1ig説oire㎜e鮒g釦6ralisεe）体制を分析しながらも，この体制が筋例
のない恐慌に対処するための一時的な方策に過ぎないのか，叉はフランス革命
の創出した自由主義，個人主義に基づく杜会体制を破壊する協調組合主義への
全体的復帰の前段階なのかについて明確な繕論を提出していない。蜘だがG・
ピルーは，アソタントに対して，ヵルテルやトラストとは異なった特質を認め
ていた。第9表によると，G・ピルーは，アンタントは，その手段として，「企
業の行動半経の拡犬」を採用すると明記しており・ヵルテルやトラストに比蚊
するならぱ，相対的に企業活動の自由の領域が残されていた点に注圓していた
のが明らかとされる。
　我々は，アソタ：■ト体制を自由主義儘済体制と統制経済体制（協調組合主義
や国家管理主義と複雑に絡み合った）との中間的形態として評価することが出
来よう。ア：／タソト体制は，自由経済の潤滅の謹拠ではなく・むしろ自由経済
の存続の証明と考えることが出釆る。アンタント体制が・自由経済の原理を保
持するのに貢献するところが犬であったとするA・ピェトルは・次のように述
べている。アソタソト体制は，経済的には恐慌で破壌された原価の法鮒すな
わちr生産原価以上で製品を販売して利潤を狸得する」という資本主義の原則
を回復させるために必要不可欠な手段であった。また心理的にみると・投概心
や相場の混乱をおさめ，価格を安定化させた。アソタソトは・独占著としての
最大価格を求めたのではなく，原価を上まわる正常価格（PriX　n0「ma1）を求
めたのである。政治的には、業界のイニシャチブによりアソタソトを形成する
ことにより，国家の政治活動への直接介入を回避したのであり・全体としては
樫済生活の調整機能を持ったことになる。
　このようにLて，1930年代のフランスで最も成功し・最も完成されたア：ノタ
ン1の様式は，次のようになる。即ちそれらは・生齪や販搬の脳を案施
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　　　　　　　算0衰　カルテル，トラスト．アソタソトの比較
　　　　　　　　　　　甲　！手　段　　結　果　1
カルテル・・…1鵬m・・・…　。㎜・i・・i・・…1㎞川・脾舳㎝・・l
　　　　　　　　　　　　　　　etde1’autre　　　prixdev㎝te　　≡　　　　　　　　　＿＿一一一　＿一L＿一一＿一＿一＿＿一一＿一一＿一＿一一＿＿＿一＿一一一＿＿一一一一一一．「
　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　1トラス　　　　　■uniicationpa「tie1lelcomp「essiondesp「ix
　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　ou　totale　des　entre一．de　revient
　　　　　　　　　　　　　　　pri醐
アソタソト・1u9胴皿d・ain　61・「・i…m・・td・　｝stabi1igati㎝de・「ix」
　　　　　　　　　　　　　　　rayon　d’action　des　　　　de　vente
　　　　　　　　　　　　　　　■entreprises
．＿＿．．．．．．．．．」．．一L．．．＿．．．．．．＿＿．．．．．．一．．．．　　　　．．1．．．．　　　　　　　　　　　　　　　　．．＿．．．
（注）　．印は鴛者による記入o
〔出典〕　G．Pimu，肋〃．、p．287より作成o
したアソタソトである。価格アンタソトは，失敗する場合が多くみられた。生
産■や販売iの割当は，ト：／数，製品個数，生産額などにより，可能な限り公
平な方法で仲裁協関により決定された。厳格な方法でその適用が監視され，違
反者には罰則が準備されていた。形成の原理が柔軟なのに対し，運営には厳格
な規則がみられるのである。胴このように最も完成されたフラ：／スのアソタソ
トの形成は，すでに展開された自由アンタ：■トおよび強制アンタ：■トの各事例
でみてきたとおりである。
　最後に我々は，これらのア：／タントが、拙著で提起したようなフラ：■ス型独
占体の特徴を備えたものであることを指揃しておこうω。とりわけそれは，製
靴業ア：■タントや製粉業アンタントの場合に目讐された。製靴業では「工業的
巨大主義」に対抗するため中小製概業者がアンタントに繕集したことが明らか
にされたし，製粉業においても，中規模企業を中心にアンタントが成立したの
である。これらのアソタソトは，現状を圃定化することによりI集中のそれ以
上の進展を阻止することとなった。アンタント成立の背後には，たえず刑法第
419条の反独占規定が意識されており，フランス革命の生み落したr商工業の自
由」の原理が，かなり制約された形ではあるが完全に排除されることなく生き
　1056
　　　　　　　　　　　工930年代フラソスにおけるアンタソト　　　　　　　　325
延びていたといえよう。大恐慌以降のフランスでは，自由主義経済を阻止する
ような様々な要因を内包しながらも，一挙に統制経済へと突進することな〕こ，
両考の巾間的形態としてのアソタント体制を成立させたのである。
注（1）　D・Lazard，必〃・，p・235・
　（2）以上については，D．La2ard，捌泓、PP・254－258．による。
　（3）以下賛成論については，主としてE・Dussauze、伽ムPP・103－I22．による。
　（4）M・マルリオの見解は，以下の論文でも表明されている。M．Mar1io，五伽θ〃舳一
　　腕伽∂郷〃2〃榔，Revue　de　Paris，15f‘wier1930参照。
　（5）　G．Pirou，〃｛五，pp．281＿282．
　（6）　E．Dussauze，泌〃，pp．103＿122。
　（7）　D．La2ard，〃泓，p．23α
　（8）　D．La2ard，〃倣，pp．229＿232．
　（g）　E，Dussau2e、必倣，pp・104－105・なお・G・Pimu・〃畝・p・279をも参照。
㈹M．Lh・・t・・L・・h・㎜・，D・㎜i・im・㎜・o・i・一ら一…　㎜p鮒i・・6・・mmiq・・，
　　Revuo　des　Boissons　du7ao趾1937cit6dans　E・Duss舳2e，〃〃，P．105．なお，
　　ユ939牢4月4日に，全禺経済滞間委員会（Co鵬eil　Nationa1Ecommiq鵬）は，そ
　　のメソバーに対して，アソタソトに関する次の二点のアソヶ一トを行なっている。
　（1）自歯アソタソトを強制アソタソトヘと転換すべきか。刑法第419条を改定しより
　　柔軟なものとすべき・か。（2）強制アソタソト（別称全般ア：／タソト「‘nte口teSg＆6・
　ralis‘e」）はより奨励されるぺきか。どのような条件下で法制化がなされるべきかo
　　その場合如何に個人や消費者の利益を保護すぺきか等々が質問されたのである。こ
　れに対して，経済的自由防衛グループカ｛前述のよ5な反対論を展開したのである
　（G，Pirou，必倣，P．279）。　　」
O1）　G．Pirou，｛〃〆，p．283、
㈱D．La2ard，伽〆，PP．250－251・
㈱　D．La2ard，必姐、pp．262＿264。
ω　G．Piτou，泌〃．，p．285一
蝸　A．Piettre，必〃，pp．136＿141．
蝸　原輝史『フラ：■ス資本主義研究序説』（目本経済評諭社1昭稲54牢）第1章第3
　飾参照。
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